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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、有価証券報告書を提出いたしましたので、2024年11月1日をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出

書」といいます。）の関係情報を更新するため、本訂正届出書を提出します。

 

２【訂正の内容】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿＿＿は訂正部分を示し、＜更新後＞に記載している内容は原

届出書の更新後の内容を示します。図もしくは表が含まれる部分については、下線を省略する場合があります。

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】
＜更新後＞

①～③（省略）

④ファンドの特色
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（２）【ファンドの沿革】

＜訂正前＞

2024年12月2日　信託契約締結、当ファンドの設定および運用開始（予定）

 

＜訂正後＞

2024年12月2日　信託契約締結、当ファンドの設定および運用開始

 
３【投資リスク】

「（１）ファンドのリスク」の末尾に記載の（参考情報）を以下の通り更新します。

＜更新後（末尾記載）＞
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＜参考情報＞

 

４【手数料等及び税金】

（４）【その他の手数料等】

＜訂正前＞

当ファンドから支払われる費用には次のものがあります。ただし、これらに限定されるものではありません。な

お、当該費用の上限額については、運用状況等により変動するため、表記できません。
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当ファンドから支払われる費用には次のものがあります。ただし、これらに限定されるものではありません。な

お、当該費用の上限額については、運用状況等により変動するため、表記できません。

①～④（省略）

⑤その他の諸費用

１）投資信託振替制度にかかる手数料および費用

２）印刷業者等に支払う以下の費用

・有価証券届出書、有価証券報告書、臨時報告書等の作成および提出にかかる費用

・目論見書の作成、印刷および交付にかかる費用

・運用報告書の作成、印刷および交付にかかる費用

３）当ファンドの監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用

４）その他、当ファンドの受益者に対してする公告にかかる費用、信託約款の作成および届出、信託約款の変

更または信託契約の解約にかかる事項を記載した書面の作成、印刷および交付にかかる費用など

（省略）

 

＜訂正後＞

当ファンドから支払われる費用には次のものがあります。ただし、これらに限定されるものではありません。な

お、当該費用の上限額については、運用状況等により変動するため、表記できません。

①～④（省略）

⑤その他の諸費用

１）投資信託振替制度にかかる手数料および費用

２）印刷業者等に支払う以下の費用

・有価証券届出書、有価証券報告書、臨時報告書等の作成および提出にかかる費用

・目論見書の作成、印刷および交付にかかる費用

・投資信託及び投資法人に関する法律第14条に規定する運用状況に係る情報の作成、印刷、交付および

提供等にかかる費用

３）当ファンドの監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用

４）その他、当ファンドの受益者に対してする公告にかかる費用、信託約款の作成および届出、信託約款の変

更または信託契約の解約にかかる事項を記載した書面の作成、印刷および交付にかかる費用など

（省略）

 

（５）【課税上の取扱い】

＜更新後＞

日本の居住者である受益者に対する課税については、次のような取扱いになります。

なお、課税上は株式投資信託として取り扱われます。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。

当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる場

合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

①～②（省略）

③個人、法人別の課税の取扱いについて

（省略）

（注）上記の内容は2025年4月末現在のものであり、税法が改正された場合等には変更になることがあります。税金の取扱い

の詳細については、税務の専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

（参考情報）ファンドの総経費率

 

５【運用状況】

＜更新後＞
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以下は2025年4月末現在の運用状況です。

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）【投資状況】

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 日本 1,089,996,215 97.38

投資証券 アメリカ 9,976,079 0.89

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 19,306,959 1.72

合計(純資産総額) 1,119,279,253 100.00

 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

イ.評価額上位銘柄明細

順

位
国／地域 種類 銘柄名

数量又は

額面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本
投資信託

受益証券

ＨＳＢＣインド小型株ファンド

（適格機関投資家専用）
1,313,406,694 0.8485 1,114,425,579 0.8299 1,089,996,215 97.38

2 アメリカ 投資証券 ISHARES MSCI INDIA SMALL-CAP 990 10,209.43 10,107,343 10,076.84 9,976,079 0.89

 

ロ.種類別投資比率

種類 投資比率（％）

投資信託受益証券 97.38

投資証券 0.89

合計 98.28

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

2025年4月末および同日前1年以内における各月末ならびに計算期間末の純資産の推移は次のとおりです。

期別
純資産総額（円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1計算期間末 (2025年 4月25日) 1,142,459,012 1,142,459,012 0.8178 0.8178

2024年12月末 1,215,212,387 ― 1.0248 ―

2025年 1月末 1,102,233,462 ― 0.8748 ―

　　　 2月末 1,038,206,401 ― 0.7616 ―

　　　 3月末 1,138,616,711 ― 0.8239 ―

　　　 4月末 1,119,279,253 ― 0.8001 ―

 

②【分配の推移】

期 計算期間 1口当たりの分配金（円）

第1計算期間 2024年12月 2日～2025年 4月25日 0.0000

 

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第1計算期間 2024年12月 2日～2025年 4月25日 △18.2

(注)計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計算期間の直前の計算

期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に

100を乗じた数です。
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（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

第1計算期間 2024年12月 2日～2025年 4月25日 1,396,995,836 ― 1,396,995,836

（注1）第1計算期間の設定口数には当初申込期間中の設定口数を含みます。

（注2）本邦外における設定および解約の実績はありません。
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（参考情報）運用実績

※上記「③主要な資産の状況」については、投資家の利便性に資するため、銘柄の名寄せおよび業種等の編集を行っている場

合があります。

 

第３【ファンドの経理状況】

＜更新後＞
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（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号)並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133

号）に基づいて作成しております。

なお、財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、円単位で表示しております。

（２）当ファンドの計算期間は原則として、毎年4月26日から10月25日、10月26日から翌年4月25日までとなってお

りますが、第1期計算期間は信託約款第32条により、2024年12月2日から2025年4月25日までとしておりま

す。

（３）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1期計算期間（2024年12月2日から2025

年4月25日まで）の財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による監査を受けております。

 

１【財務諸表】

ＨＳＢＣ インド小型株式オープン

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

第1期

2025年4月25日現在

資産の部

流動資産

預金 1,621,812

コール・ローン 21,279,141

投資信託受益証券 1,114,425,579

投資証券 10,145,626

未収利息 204

流動資産合計 1,147,472,362

資産合計 1,147,472,362

負債の部

流動負債

未払受託者報酬 130,923

未払委託者報酬 4,364,003

その他未払費用 518,424

流動負債合計 5,013,350

負債合計 5,013,350

純資産の部

元本等

元本 1,396,995,836

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △254,536,824

元本等合計 1,142,459,012

純資産合計 1,142,459,012

負債純資産合計 1,147,472,362

 

（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第1期

自　2024年12月 2日

至　2025年 4月25日

営業収益

受取配当金 59,976

受取利息 42,967
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有価証券売買等損益 △222,644,090

為替差損益 △878,500

その他収益 80,837

営業収益合計 △223,338,810

営業費用

受託者報酬 130,923

委託者報酬 4,364,003

その他費用 520,711

営業費用合計 5,015,637

営業利益又は営業損失（△） △228,354,447

経常利益又は経常損失（△） △228,354,447

当期純利益又は当期純損失（△） △228,354,447

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解約に伴う当期純損失金

額の分配額（△）
-

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 -

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 -

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 -

剰余金減少額又は欠損金増加額 26,182,377

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 -

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 26,182,377

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △254,536,824

 

（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方

法

投資信託受益証券及び投資証券（以下「有価証券」という）

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価にあたっては、当該有価

証券の基準価額に基づいて評価しております。ただし、上場投資信託は外国金融商品

市場における計算期間末日において知りうる直近の最終相場で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び

評価方法

外国為替予約取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあたっては、計

算期間末日において、わが国における対顧客先物相場の仲値を適用して計算しており

ます。ただし、為替予約のうち対顧客先物相場が発表されていない通貨については、

対顧客相場の仲値によって計算しております。

３.その他財務諸表作成のための基

礎となる事項
外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第60条及び第61

条に基づいて処理しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

第1期

2025年4月25日現在

１. 受益権の総数

1,396,995,836口

２. 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第1項第10号に規定する額

元本の欠損 254,536,824円

３. 1単位当たりの純資産の額

1口当たり純資産額 0.8178円

(10,000口当たり純資産額) (8,178円)
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（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期

自 2024年12月 2日

至 2025年 4月25日

分配金の計算過程

A 費用控除後の配当等収益額 0円

B 費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 0円

C 収益調整金額 0円

D 分配準備積立金額 0円

E 当ファンドの分配対象収益額 0円

F 当ファンドの期末残存口数 1,396,995,836口

G 10,000口当たり収益分配対象額 0円

H 10,000口当たり分配金額 0円

I 収益分配金金額 0円

 

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

期別

項目

第1期

自 2024年12月 2日

至 2025年 4月25日

金融商品に対する取組方針 当ファンドは、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の金

融商品の運用をしております。

金融商品の内容及びリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、デリバティブ取引、金銭債

権及び金銭債務です。これらは、株価変動リスク、為替変動リスク、金利変動リス

クなどの市場リスク、信用リスク及び流動性リスクに晒されております。

また、当ファンドは、信託財産に属する資産の効率的な運用に資することを目的

として、為替予約取引を行っております。当該デリバティブ取引は、為替相場の変

動による価格変動リスクを有しております。なお、取引先の契約不履行による信用

リスクについては、当社は優良な金融機関とのみ取引を行っているため、限定的と

考えられます。

金融商品に係るリスクの管理体制 運用リスクの管理は、運用部門、コンプライアンス部門、投資ガイドライン・モ

ニタリング・チーム、運用から独立したリスク管理部門による複眼的な管理体制を

採っております。リスク管理の状況は、定期的に開催されるリスク管理委員会（運

用拠点により呼称が変わることがあります。）において報告・審議され、組織的な

対応が行われています。

運用部門は、運用プロセスのモニタリングやパフォーマンスの評価を行います。

コンプライアンス部門は、法令・諸規則等に基づいた遵守状況のモニタリングを

行います。

投資ガイドライン・モニタリング・チームは、投資ガイドラインの遵守状況をモ

ニタリングしており、必要に応じて運用部門に対し改善を求めます。改善の要求と

結果はコンプライアンス部門、リスク管理部門にも報告されます。

リスク管理部門は、上記のモニタリング結果を含め、運用に係わるリスク全般を

モニタリングしています。運用部門と密接にコミュニケーションを取りつつも業務

は完全に独立して行い、リスク管理の状況を運用部門や定期的に開催されるリスク

管理委員会等へ報告しています。

金融商品の時価等に関する事項につい

ての補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる

前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまでもデリバティブ取引にお

ける名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ

取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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Ⅱ金融商品の時価等に関する事項

期別

項目

第1期

2025年4月25日現在

貸借対照表計上額、時価及びその差額 金融商品は時価または時価の近似値と考えられる帳簿価額で計上しているため、

貸借対照表計上額と時価との間に重要な差額はありません。

時価の算定方法 有価証券

「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しております。

金銭債権及び金銭債務

貸借対照表に計上している金銭債権及び金銭債務は、短期間で決済されるため、

帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

 

（有価証券に関する注記）

第1期(2025年4月25日現在)

売買目的有価証券

（単位：円）

種類 当計算期間の損益に含まれた評価差額

投資信託受益証券 △222,574,421

投資証券 △69,669

合計 △222,644,090

 

（デリバティブ取引に関する注記）

第1期(2025年4月25日現在)

該当事項はありません。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

第1期(自 2024年12月2日 至 2025年4月25日)

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本の移動

（単位：円）

第1期

2025年4月25日現在

投資信託財産に係る元本の状況

期首元本額 998,240,000円

期中追加設定元本額 398,755,836円

期中一部解約元本額 －円

 

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表

　(1)株式

該当事項はありません。

 

　(2)株式以外の有価証券

通貨 種　類 銘　柄 券面総額 評価額 備考

日本円 投資信託受益証券 ＨＳＢＣインド小型株ファンド（適

格機関投資家専用）

1,313,406,694.000 1,114,425,579

日本円小計 1,313,406,694.000 1,114,425,579

米ドル 投資証券 ISHARES MSCI INDIA SMALL-CAP 990.000 70,893.90

米ドル小計
990.000 70,893.90

(10,145,626)
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合計
1,124,571,205

(10,145,626)

(注1)通貨種類毎の小計欄の( )内は、邦貨換算額（単位:円）です。

(注2)合計金額欄の( )内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書です。

(注3)券面総額の数値は口数で表示しております。

 

 

外貨建有価証券の内訳

通貨 銘柄数
組入投資証券

時価比率

合計金額に

対する比率

米ドル 投資証券 1銘柄 100.0% 100.0%

 

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。

 

（参考情報）

「ＨＳＢＣ インド小型株式オープン」は、「ＨＳＢＣ インド小型株ファンド（適格機関投資家専用）」を主要投

資対象としており、貸借対照表の資産の部に投資信託受益証券として計上しております。

　この証券の状況は以下のとおりです。なお、以下に記載した情報も開示対象ファンドと同様に監査しておりま

す。

 

ファンドの経理状況

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号)及び同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133

号）並びに我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。

なお、財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、円単位で表示しております。

（２）当ファンドの第1期計算期間は信託約款第42条により、2024年4月30日から2024年10月25日まで、第2期計算

期間は2024年10月26から2025年4月25日までとなっていますが、1年の財務諸表を作成しております。従い

まして、当期については、第1期計算期間から第2期計算期間を合わせて第1監査対象期間としております。

（３）当ファンドは、第1監査対象期間（2024年4月30日から2025年4月25日まで）の財務諸表について、PwC

Japan有限責任監査法人による監査を受けております。

 

財務諸表

ＨＳＢＣ インド小型株ファンド（適格機関投資家専用）

（１）貸借対照表

　（単位：円）

第1監査対象期間末

2025年4月25日現在

資産の部

流動資産

預金 46,338,950

コール・ローン 97,718,487

株式 1,620,929,087

未収利息 937

流動資産合計 1,764,987,461

資産合計 1,764,987,461

負債の部

流動負債

未払解約金 108,321,300
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未払受託者報酬 300,547

未払委託者報酬 6,878,251

その他未払費用 392,444

流動負債合計 115,892,542

負債合計 115,892,542

純資産の部

元本等

元本 1,943,506,694

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △294,411,775

（分配準備積立金） 126,196,838

元本等合計 1,649,094,919

純資産合計 1,649,094,919

負債純資産合計 1,764,987,461

 

（２）損益及び剰余金計算書

（単位：円）

第1監査対象期間

自　2024年4月30日

至　2025年4月25日

営業収益

受取配当金 50,080,040

受取利息 1,956,299

有価証券売買等損益 △315,048,170

為替差損益 △126,523,179

その他収益 64,074,974

営業収益合計 △325,460,036

営業費用

受託者報酬 447,962

委託者報酬 10,251,938

その他費用 2,523,846

営業費用合計 13,223,746

営業利益又は営業損失（△） △338,683,782

経常利益又は経常損失（△） △338,683,782

当期純利益又は当期純損失（△） △338,683,782

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解約に伴う当期純損失金

額の分配額（△）
△23,750,240

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 23,593,307

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 -

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 23,593,307

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,071,540

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 3,071,540

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 -

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） △294,411,775

 

（３）注記表
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法 株式及び投資証券（以下「有価証券」という）

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

外国金融商品市場（以下「海外取引所」という）に上場されている有価証券

 原則として海外取引所における監査対象期間末日に知りうる直近の日の最終相場

で評価しております。

 監査対象期間末日に当該取引所の最終相場がない場合には、当該取引所における

直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最終相場によることが適

当でないと委託会社が判断した場合には、委託会社は忠実義務に基づき合理的事

由をもって認める評価額又は受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって認め

る評価額により評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準及び評価

方法

外国為替予約取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあたっては、

監査対象期間末日において、わが国における対顧客先物相場の仲値を適用して計

算しております。ただし、為替予約のうち対顧客先物相場が発表されていない通

貨については、対顧客相場の仲値によって計算しております。

３.その他財務諸表作成のための基礎と

なる事項

外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）第60条及び

第61条に基づいて処理しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

第1監査対象期間末

2025年4月25日現在
 

１. 受益権の総数  

1,943,506,694口 

２. 投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第1項第10号に規定する額

元本の欠損 294,411,775円 

３. 1単位当たりの純資産の額  

1口当たり純資産額 0.8485円 

(10,000口当たり純資産額) (8,485円) 

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1監査対象期間

自 2024年4月30日

至 2025年4月25日

1.運用に係る権限を委託するための費用

信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために要する費用として、信託財産の純資産総額に

対して年10,000分の39.95以内の率を乗じて得た額を委託者報酬の中から支弁しております。

2分配金の計算過程

  

2024年 4月30日

2024年10月25日

A 費用控除後の配当等収益額 334,517円

B 費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 27,092,303円

C 収益調整金額 0円

D 分配準備積立金額 0円

E 当ファンドの分配対象収益額 27,426,820円

F 当ファンドの期末残存口数 759,100,000口

G 10,000口当たり収益分配対象額 361円

H 10,000口当たり分配金額 0円
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I 収益分配金金額 0円

 

2024年10月26日

2025年 4月25日

分配金の計算過程

A 費用控除後の配当等収益額 100,372,975円

B 費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 0円

C 収益調整金額 56,508,867円

D 分配準備積立金額 25,823,863円

E 当ファンドの分配対象収益額 182,705,705円

F 当ファンドの期末残存口数 1,943,506,694口

G 10,000口当たり収益分配対象額 940円

H 10,000口当たり分配金額 0円

I 収益分配金金額 0円

 

（金融商品に関する注記）

Ⅰ金融商品の状況に関する事項

期別

項目

第1監査対象期間

自 2024年4月30日

至 2025年4月25日

金融商品に対する取組方針 当ファンドは、信託約款に規定する「運用の基本方針」に従い、有価証券等の

金融商品の運用をしております。

金融商品の内容及びリスク 当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、デリバティブ取引、金銭

債権及び金銭債務です。これらは、為替変動リスク、金利変動リスクなどの市場

リスク、信用リスク及び流動性リスクに晒されております。

また、当ファンドは、信託財産に属する資産の効率的な運用に資することを目

的として、為替予約取引を行っております。当該デリバティブ取引は、為替相場

の変動による価格変動リスクを有しております。なお、取引先の契約不履行によ

る信用リスクについては、当社は優良な金融機関とのみ取引を行っているため、

限定的と考えられます。

金融商品に係るリスクの管理体制 運用リスクの管理は、運用部門、コンプライアンス部門、投資ガイドライン・

モニタリング・チーム、運用から独立したリスク管理部門による複眼的な管理体

制を採っております。リスク管理の状況は、定期的に開催されるリスク管理委員

会（運用拠点により呼称が変わることがあります。）において報告・審議され、

組織的な対応が行われています。

運用部門は、運用プロセスのモニタリングやパフォーマンスの評価を行いま

す。

コンプライアンス部門は、法令・諸規則等に基づいた遵守状況のモニタリング

を行います。

投資ガイドライン・モニタリング・チームは、投資ガイドラインの遵守状況を

モニタリングしており、必要に応じて運用部門に対し改善を求めます。改善の要

求と結果はコンプライアンス部門、リスク管理部門にも報告されます。

リスク管理部門は、上記のモニタリング結果を含め、運用に係わるリスク全般

をモニタリングしています。運用部門と密接にコミュニケーションを取りつつも

業務は完全に独立して行い、リスク管理の状況を運用部門や定期的に開催される

リスク管理委員会等へ報告しています。

金融商品の時価等に関する事項について

の補足説明

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な

る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまでもデリバティブ取引に

おける名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

Ⅱ金融商品の時価等に関する事項
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期別

項目

第1監査対象期間末

2025年4月25日現在

貸借対照表計上額、時価及びその差額 金融商品は時価または時価の近似値と考えられる帳簿価額で計上しているため、

貸借対照表計上額と時価との間に重要な差額はありません。

時価の算定方法 株式

 「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）」に記載しております。

 金銭債権及び金銭債務

 貸借対照表に計上している金銭債権及び金銭債務は、短期間で決済されるため、

帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

 

（有価証券に関する注記）

第1監査対象期間末（2025年4月25日現在）

売買目的有価証券

（単位：円）

種類 最終計算期間の損益に含まれた評価差額

株式 △153,845,606

合計 △153,845,606

 

（デリバティブ取引に関する注記）

第1監査対象期間末（2025年4月25日現在）

該当事項はありません。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

第1監査対象期間（自 2024年4月30日　至 2025年4月25日）

該当事項はありません。

 

（その他の注記）

元本の移動

（単位：円）

第1監査対象期間末

2025年4月25日現在

投資信託財産に係る元本の状況

期首元本額 759,100,000円

期中追加設定元本額 1,313,406,694円

期中一部解約元本額 129,000,000円

 

（４）附属明細表

第１　有価証券明細表

　(1)株式

通 貨 銘　柄 株式数
評価額

備考
単価 金額
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インドルピー AEGIS LOGISTICS LTD 21,000 774.700 16,268,700.00

ADITYA BIRLA REAL ESTATE LTD 9,518 1,980.600 18,851,350.80

ALKYL AMINES CHEMICALS LTD 2,600 1,832.100 4,763,460.00

BANSAL WIRE INDUSTRIES LTD 38,000 374.000 14,212,000.00

EID PARRY INDIA LTD 12,000 859.800 10,317,600.00

EPIGRAL LTD 8,000 1,913.200 15,305,600.00

HI-TECH PIPES LTD 50,000 98.700 4,935,000.00

JINDAL SAW LTD 32,000 268.100 8,579,200.00

PARADEEP PHOSPHATES LTD 150,000 144.810 21,721,500.00

PTC INDUSTRIES LTD 400 13,986.000 5,594,400.00

RATNAMANI METALS & TUBES LTD 4,500 2,700.000 12,150,000.00

SUMITOMO CHEMICAL INDIA LTD 25,000 533.350 13,333,750.00

SUPREME INDUSTRIES LTD 1,200 3,511.700 4,214,040.00

SUPREME PETROCHEM LTD 21,000 647.050 13,588,050.00

TIME TECHNOPLAST LTD 45,536 363.750 16,563,720.00

VINATI ORGANICS LTD 5,750 1,713.200 9,850,900.00

AMARA RAJA ENERGY & MOBILITY 9,000 1,000.100 9,000,900.00

APAR INDUSTRIES LTD 1,600 5,504.000 8,806,400.00

APOLLO PIPES LTD 9,000 394.150 3,547,350.00

ASHOK LEYLAND LIMITED 24,000 230.620 5,534,880.00

BLUE STAR LTD 5,200 1,849.600 9,617,920.00

CARRARO INDIA LTD 15,000 331.400 4,971,000.00

CERA SANITARYWARE LTD 1,100 5,679.000 6,246,900.00

GE VERNOVA T&D INDIA LTD 7,500 1,509.600 11,322,000.00

GRINDWELL NORTON LTD 4,200 1,718.900 7,219,380.00

HG INFRA ENGINEERING LTD 5,000 1,126.900 5,634,500.00

HITACHI ENERGY INDIA LTD 1,176 13,924.000 16,374,624.00

JYOTI CNC AUTOMATION LTD 12,000 1,115.000 13,380,000.00

KAJARIA CERAMICS LIMITED 4,743 817.200 3,875,979.60

KEC INTERNATIONAL LTD 15,000 738.300 11,074,500.00

KEI INDUSTRIES LIMITED 6,070 2,980.500 18,091,635.00

KIRLOSKAR PNEUMATIC CO LTD 10,000 1,230.400 12,304,000.00

NCC LTD 20,000 220.040 4,400,800.00

POLYCAB INDIA LTD 750 5,512.500 4,134,375.00

SUZLON ENERGY LTD 166,269 60.110 9,994,429.59

TECHNO ELECTRIC & ENGINEERIN 11,500 1,100.200 12,652,300.00

ECLERX SERVICES LIMITED 3,600 2,655.000 9,558,000.00

FIRSTSOURCE SOLUTIONS LTD 24,000 354.750 8,514,000.00

CEAT LTD 3,200 3,093.500 9,899,200.00

MOTHERSON SUMI WIRING INDIA 200,000 56.250 11,250,000.00

SHARDA MOTOR INDUSTRIES LTD 2,101 1,686.400 3,543,126.40

UNO MINDA LTD 8,300 895.550 7,433,065.00

DIXON TECHNOLOGIES INDIA LTD 1,315 16,588.000 21,813,220.00

GOKALDAS EXPORTS LTD 7,566 866.750 6,557,830.50

KALYAN JEWELLERS INDIA LTD 16,062 519.800 8,349,027.60

KPR MILL LTD 12,000 1,034.500 12,414,000.00

SAFARI INDUSTRIES INDIA LTD 6,428 2,011.400 12,929,279.20

WELSPUN LIVING LTD 36,759 130.780 4,807,342.02

LEMON TREE HOTELS LIMITED 135,000 145.620 19,658,700.00

BALRAMPUR CHINI MILLS LTD 16,000 600.600 9,609,600.00

CCL PRODUCTS INDIA LTD 8,000 634.850 5,078,800.00

HINDUSTAN FOODS LTD 35,378 554.450 19,615,332.10

RADICO KHAITAN LIMITED 9,000 2,469.900 22,229,100.00

GODREJ CONSUMER PRODUCTS LTD 8,211 1,267.900 10,410,726.90

JYOTHY LABS LTD 12,000 383.500 4,602,000.00

ARTEMIS MEDICARE SERVICES LT 75,000 277.000 20,775,000.00
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ASTER DM HEALTHCARE LTD 18,044 508.900 9,182,591.60

DR AGARWAL'S HEALTH CARE LTD 30,143 389.450 11,739,191.35

VIJAYA DIAGNOSTIC CENTRE PVT 12,104 1,061.800 12,852,027.20

CONCORD BIOTECH LTD 3,732 1,650.700 6,160,412.40

ERIS LIFESCIENCES LTD 8,000 1,512.000 12,096,000.00

J.B. CHEMICALS & PHARMA LTD 5,000 1,609.100 8,045,500.00

NEULAND LABORATORIES LTD 1,658 13,079.000 21,684,982.00

SUVEN PHARMACEUTICALS LTD 14,769 1,204.800 17,793,691.20

WOCKHARDT LIMITED 9,682 1,465.200 14,186,066.40

FEDERAL BANK LIMITED 100,000 201.900 20,190,000.00

KARUR VYSYA BANK LTD 122,565 222.450 27,264,584.25

BSE LTD 2,217 6,493.500 14,396,089.50

KFIN TECHNOLOGIES LTD 12,000 1,227.000 14,724,000.00

MANAPPURAM FINANCE LTD 34,965 228.830 8,001,040.95

MULTI COMMODITY EXCHANGE OF INDIA LTD 4,468 6,225.500 27,815,534.00

NIPPON LIFE INDIA ASSET MANA 23,000 670.900 15,430,700.00

PNB HOUSING FINANCE LTD 25,000 1,008.850 25,221,250.00

SUNDARAM FINANCE LTD 2,100 5,277.600 11,082,960.00

GO DIGIT GENERAL INSURANCE L 25,495 300.000 7,648,500.00

PB FINTECH LTD 7,824 1,667.200 13,044,172.80

KPIT TECHNOLOGIES LTD 5,805 1,213.600 7,044,948.00

PERSISTENT SYSTEMS LTD 2,152 5,156.500 11,096,788.00

ZENSAR TECHNOLOGIES LTD 4,546 703.450 3,197,883.70

PG ELECTROPLAST LTD 15,470 927.100 14,342,237.00

BRIGADE ENTERPRISES LIMITED 18,941 1,037.400 19,649,393.40

SOBHA LTD 6,000 1,293.100 7,758,600.00

インドルピー 小計
1,891,212 959,129,637.46

(1,620,929,087)

合　計
1,891,212 1,620,929,087

(1,620,929,087)

(注1)通貨種類毎の小計欄の( )内は、邦貨換算額（単位:円）です。

(注2)合計金額欄の( )内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書です。

 

　(2)株式以外の有価証券

該当事項はありません。

 

外貨建有価証券の内訳

通貨 銘柄数
組入株式

時価比率

合計金額に

対する比率

インドルピー 株式 82銘柄 100.0% 100.0%

 

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

2025年4月30日現在

Ⅰ　資産総額 1,119,452,871円　

Ⅱ　負債総額 173,618円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,119,279,253円　

Ⅳ　発行済口数 1,398,995,836口　

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.8001円　

　　（1万口当たり純資産額） （8,001円）

 

第４【内国投資信託受益証券事務の概要】

（１）名義書換

該当事項はありません。

委託会社は、当ファンドの信託の受益権を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消された

場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継するものが存在しない場合等そ

の他やむを得ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。

（２）受益者に対する特典

該当事項はありません。

（３）受益権の譲渡

①受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録

されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとします。

②前記①の申請のある場合には、前記①の振替機関等は、当該譲渡にかかる譲渡人の保有する受益権の口数の減

少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものとし

ます。ただし、前記①の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設

した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振

替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。

③前記①に規定する振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されて

いる振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等において、委

託会社が必要と認めたときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期間を設

けることができます。

（４）受益権の譲渡の対抗要件

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対抗することがで

きません。

（５）受益権の再分割

委託会社は、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分割で

きます。

（６）償還金

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日以前において一

部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で購入代金支払

前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として購入申込者とします。）に支

払います。

（７）質権口記載または記録の受益権の取り扱いについて

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、換金申込の

受付、換金代金および償還金の支払い等については、信託約款の規定によるほか、民法その他の法令等にした

がって取り扱われます。
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜更新後＞

（１）（省略）

（２）委託会社の機構

①会社の意思決定機構

当社業務執行の最高機関である取締役会は3名以上の取締役で構成されます。取締役の選任は株主総会におい

て、発行済株式総数の2分の1以上にあたる株式を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行

い、累積投票によらないものとします。

取締役の任期は、選任後2年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結時までとし、

補欠または増員のために選任された取締役の任期は、他の取締役の残存任期と同一とします。

取締役会はその決議をもって、取締役の中から代表取締役1名以上を選任します。

②投資運用の意思決定機構

経営委員会の下部委員会として、運用本部、代表取締役、業務本部、商品企画本部、コンプライアンス部、リ

スク管理責任部署の代表者を主要メンバーとする「運用委員会」において、各ファンドのストラテジー、パ

フォーマンスおよびリスク、再委託ファンドにかかる当該事項等を協議します。

運用委員会の方針に基づいて運用本部が運用の指図を行います。

なお、運用の指図に関する権限を外部の投資顧問会社に委託すること、あるいは外部の投資顧問会社からの助

言を受けることがあります。その場合には運用本部が委託状況をモニタリングします。
 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

①「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行うと

ともに、「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者（登録番号：関東財務局長（金商）第308号）として、その運用

（投資運用業）を行っています。また、「金融商品取引法」に定める投資助言・代理業、第一種金融商品取引業および第

二種金融商品取引業を行っています。

②2025年4月末現在、委託会社が運用を行っている証券投資信託は以下のとおりです。

（親投資信託は、ファンド数および純資産総額の合計から除いています。）

基本的性格 ファンド数 純資産総額

追加型株式投資信託 42 764,862百万円

単位型株式投資信託 3 18,037百万円

合　　　計 45 782,899百万円

 

３【委託会社等の経理状況】

＜更新後＞

（１）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。）第2条に基づき、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府

令」（平成19年8月6日内閣府令 第52号）により作成しております。

（２）当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（自2024年1月1日　至2024年12月31

日）の財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人により監査を受けております。

（３）財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

EDINET提出書類

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社(E12492)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

21/37



（１）【貸借対照表】

　（単位：千円）

 　 前事業年度 　 当事業年度

 　 （2023年12月31日） 　 （2024年12月31日）

資産の部 　 　 　 　

　流動資産 　 　 　 　

　　現金及び預金 ※２ 1,851,526 　 4,840,892

　　前払費用 　 - 　 14,707

　　未収入金 　 27,051 　 25,930

　　未収委託者報酬 　 1,568,053 　 1,567,077

　　未収運用受託報酬 　 79,760 　 86,414

　　未収収益 　 107,654 　 119,465

　　流動資産合計 　 3,634,047 　 6,654,487

　固定資産 　  　 　 　

　　有形固定資産 ※１  　 　

　　　　建物附属設備  -  510

　　　　器具備品  -  795

　　　　有形固定資産合計 　 - 　 1,305

　　無形固定資産 　  　  

　　　　ソフトウェア 　 3,141 　 1,841

　　　　無形固定資産合計 　 3,141 　 1,841

　　投資その他の資産 　  　  

　　　　敷金 　 33,162 　 33,162

　　　　繰延税金資産 　 199,974 　 279,544

　　　　投資その他の資産合計 　 233,136 　 312,706

　　固定資産合計 　 236,277 　 315,853

　資産合計 　 3,870,325 　 6,970,341

負債の部 　  　   

　流動負債 　  　   

　　未払金 706,644 　 690,090

　　未払費用 ※２ 847,179 　 1,697,117

　　関係会社短期借入金 ※２ 21,259  20,857

　　未払消費税等  49,876  355,700

　　未払法人税等 39,042 　 690,115

　　賞与引当金 　 244,816 　 253,505

　　流動負債合計 　 1,908,818 　 3,707,387

　負債合計 　 1,908,818 　 3,707,387

純資産の部 　 　 　  

　株主資本 　 　 　  

　　資本金 　 495,000 　 495,000

　　利益剰余金 　 　 　  

　　　利益準備金 　 123,750 　 123,750

　　　その他利益剰余金 　 　 　  

　　　　繰越利益剰余金 　 1,342,757 　 2,644,204

　　　利益剰余金合計 　 1,466,507 　 2,767,954

　　株主資本合計 　 1,961,507 　 3,262,954

　純資産合計 　 1,961,507 　 3,262,954

負債・純資産合計 　 3,870,325 　 6,970,341
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（２）【損益計算書】

（単位：千円）

 前事業年度 　 当事業年度

 （自 2023年 1月 1日 （自 2024年 1月 1日

 　至 2023年12月31日） 　至 2024年12月31日）

営業収益 　 　 　

　委託者報酬 6,005,442 11,223,631

　業務受託報酬

　運用受託報酬

396,915

95,887

426,132

104,172

　営業収益計 6,498,245 　 11,753,937

営業費用  

　支払手数料 2,524,107 4,501,541

　広告宣伝費 32,244 52,218

　調査費  

　　調査費 71,293 97,684

　　委託調査費 1,472,853 2,535,688

　　調査費計 1,544,147 　 2,633,372

　委託計算費 145,599 162,930

　営業雑費  

　　通信費 4,555 7,186

　　印刷費 38,908 52,165

　　協会費 5,967 6,609

　　諸会費 36  -

　　営業雑費計 49,467 　 65,960

　営業費用計 4,295,565 　 7,416,025

一般管理費  

　給料  

　　役員報酬 62,756 70,973

　　給料・手当 780,960 807,567

　　退職金 6,186  -

　　賞与引当金繰入額 238,055 256,398

　　給料計 1,087,959 　 1,134,938

　交際費 1,417 847

　旅費交通費 11,733 22,676

　租税公課 15,516 40,808

　不動産賃借料 65,607 90,637

　固定資産減価償却費 1,299 1,617

　弁護士費用等 34,775 34,562

　事務委託費 870,118 1,029,133

　保険料 8,090 8,672

　諸経費 78,629 　 72,581

　一般管理費計 2,175,148 2,436,475

営業利益 27,531 　 1,901,436

営業外収益  

　受取利息 8  7

　雑収入 308 -

　営業外収益計 316 　 7

営業外費用  

　支払利息 3,419 1,719

　為替差損 2,778  2,888

　雑損失 137  2,093

　営業外費用計 6,335 　 6,701

経常利益 21,513 　 1,894,742

特別損失  

　固定資産除却損 24 -

　特別損失計 24 　 -

税引前当期純利益 21,488 　 1,894,742

法人税、住民税及び事業税 31,840 672,866

法人税等調整額 △14,230 　 △79,570

当期純利益 3,879 　 1,301,447

EDINET提出書類

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社(E12492)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

23/37



 

（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度　（自 2023年1月1日 至 2023年12月31日）

(単位：千円）

　 株主資本 　

　 　 利益剰余金 　 　

　 資本金
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

純資産合計

　 　

繰越利益

剰余金

当期首残高 495,000 123,750 1,338,878 1,462,628 1,957,628 1,957,628

当期変動額       

　剰余金の配当 - - - - - -

　当期純利益 - - 3,879 3,879 3,879 3,879

当期変動額合計 - - 3,879 3,879 3,879 3,879

当期末残高 495,000 123,750 1,342,757 1,466,507 1,961,507 1,961,507

 

当事業年度　（自 2024年1月1日 至 2024年12月31日）

(単位：千円）

　 株主資本 　

　 　 利益剰余金 　 　

　 資本金
利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

純資産合計

　 　

繰越利益

剰余金

当期首残高 495,000 123,750 1,342,757 1,466,507 1,961,507 1,961,507

当期変動額       

　剰余金の配当 - - - - - -

　当期純利益 - - 1,301,447 1,301,447 1,301,447 1,301,447

当期変動額合計 - - 1,301,447 1,301,447 1,301,447 1,301,447

当期末残高 495,000 123,750 2,644,204 2,767,954 3,262,954 3,262,954

 

 

重要な会計方針

1 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）

　定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は以下の通りです。

　　　建物附属設備　　　５年

　　　器具備品　　　　　４～５年

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

　定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法により償却してお

ります。

 

2 引当金の計上基準

　賞与引当金

　役員及び従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 

3 収益及び費用の計上基準

当社は、投資運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬、及び業務受託報酬を稼得しております。当社の

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通

常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（１） 委託者報酬
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委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産価額に対する一定割合として認識され、確定し

た報酬を投資信託によって受け取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前

提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しております。

（２） 運用受託報酬

運用受託報酬は、対象顧客との投資一任契約等に基づき純資産価額を基礎として算定し、確定した報酬を

顧問口座によって受け取ります。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づ

き、対象口座の運用期間にわたり収益として認識しております。

（３） 業務受託報酬

当社の関係会社から受け取る業務受託報酬は、関係会社との契約で定められた算式に基づき認識されま

す。当該報酬は期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基づき、当社が関係会社にサービ

スを提供する期間にわたり収益として認識しております。

 

4 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

 

未適用の会計基準等に関する注記

 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委員

会）　等

 

（１） 概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の

全てのリースについて資産および負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素

で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを

目指したリース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用

権資産に係る減価償却費およびリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用され

ます。

（２） 適用予定日

2028年12月期の期首から適用します。

（３） 当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

 

 

重要な会計上の見積りに関する注記

当事業年度の財務諸表等の作成に際して行った会計上の見積りが翌事業年度の財務諸表等に重要な影響を及ぼす

リスクを識別していないため、注記を省略しております。

 

 

注記事項

（貸借対照表関係）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次の通りです。

　 　
前事業年度

（2023年12月31日）

当事業年度

（2024年12月31日）

　 建物附属設備 - 千円 90 千円

 器具備品 - 千円 227 千円

      

　 ※２ 関係会社に対する債権及び債務 　 　 　

　 　各科目に含まれているものは、次の通りです。 　 　 　

　 　
前事業年度

（2023年12月31日）

当事業年度

（2024年12月31日）
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　 現金及び預金 1,451,787 千円 3,567,901 千円

　 未払費用 103,481 千円 101,958 千円

 関係会社短期借入金 21,259 千円 20,857 千円

      

 
※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行の香港上海銀行と当座貸越契約を締結してお

ります。

 この契約に基づく借入金未実行残高等は、次の通りです。

  
前事業年度

（2023年12月31日）

当事業年度

（2024年12月31日）

 当座借越限度額の総額 564,980 千円 631,300 千円

 借入実行残高 21,259 千円 20,857 千円

 差引額 543,720 千円 610,442 千円

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 2023年1月1日　至 2023年12月31日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度期首 増加 減少 前事業年度末

普通株式（株） 2,100 － － 2,100

 

当事業年度（自 2024年1月1日　至 2024年12月31日）

　１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,100 － － 2,100

 

２．自己株式に関する事項

両事業年度とも該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

両事業年度とも該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

両事業年度とも該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

両事業年度とも該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

 

  前事業年度（自 2023年1月1日 至 2023年12月31日）

 

　１.　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針

当社は、内部管理規程に基づき、資産の安全性及びカウンターパーティー・リスクを重視した運用を自

己資金運用の基本方針としております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権のうち、自社が設定している投資信託から受領する未収委託者報酬は、信託銀行により分別管

理されているため、一般債権とは異なり、信用リスクは限定的と判断しております。未収運用受託報酬

は、運用受託先ごとに期日管理及び残高管理をしており、回収期日はすべて債権発生後１年以内となっ

ております。海外のグループ会社に対する未収収益は、関係会社ごとに期日管理及び残高管理をしてお

ります。また、営業債務である未払金、未払費用は、債務発生後１年以内の支払期日となっておりま

す。関係会社短期借入金は、直接親会社からの当座借越であり、すべて短期間で決済されます。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である海外のグループ会社に対する未収収益は、担当部署が関係会社ごとに決済期日及び残高

を定期的に管理し、回収懸念の早期把握を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての債権債務に関する為替の変動リスクに関しては、個別の案件ごとに毎月残高管理を行い、原

則翌月中に決算が行われることにより、リスクは限定的であると判断しております。また、金利変動に
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よるリスクは、関係会社からの借入金はあるものの、すべて短期間で決済されることから僅少であると

判断しております。

 

２.　金融商品の時価等に関する事項

　現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収収益、未収入金、未払金、未払費用、未払法

人税等、未払消費税等及び関係会社短期借入金は、全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似

していることから、記載を省略しております。

 

金銭債権の決算日後の償還予定額 （単位：千円）

 １年以内 １年超

 

現金及び預金

未収委託者報酬

未収運用受託報酬

未収収益

未収入金

 

1,851,526

1,568,053

79,760

107,654

27,051

 

－

－

－

－

－

合計 3,634,047 －

 

３.　金融商品の時価等のレベルごとの内訳等に関する事項

　前項にて注記を省略しているため、記載を省略しております。

  

当事業年度（自 2024年1月1日 至 2024年12月31日）

 

　１.　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に関する取組方針

当社は、内部管理規程に基づき、資産の安全性及びカウンターパーティー・リスクを重視した運用を自

己資金運用の基本方針としております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権のうち、自社が設定している投資信託から受領する未収委託者報酬は、信託銀行により分別管

理されているため、一般債権とは異なり、信用リスクは限定的と判断しております。未収運用受託報酬

は、運用受託先ごとに期日管理及び残高管理をしており、回収期日はすべて債権発生後１年以内となっ

ております。海外のグループ会社に対する未収収益は、関係会社ごとに期日管理及び残高管理をしてお

ります。また、営業債務である未払金、未払費用は、債務発生後１年以内の支払期日となっておりま

す。関係会社短期借入金は、直接親会社からの当座借越であり、すべて短期間で決済されます。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である海外のグループ会社に対する未収収益は、担当部署が関係会社ごとに決済期日及び残高

を定期的に管理し、回収懸念の早期把握を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建ての債権債務に関する為替の変動リスクに関しては、個別の案件ごとに毎月残高管理を行い、原

則翌月中に決算が行われることにより、リスクは限定的であると判断しております。また、金利変動に

よるリスクは、関係会社からの借入金はあるものの、すべて短期間で決済されることから僅少であると

判断しております。

 

２.　金融商品の時価等に関する事項

　現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収収益、未収入金、未払金、未払費用、未払法

人税等、未払消費税等及び関係会社短期借入金は、現金であること、及び短期間で決済されるため、時価

は帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

 

金銭債権の決算日後の償還予定額 （単位：千円）

 １年以内 １年超

 

現金及び預金

未収入金

未収委託者報酬

未収運用受託報酬

未収収益

 

4,840,892

25,930

1,567,077

86,414

119,465

 

－

－

－

－

－
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合計 6,639,779 －

 

３.　金融商品の時価等のレベルごとの内訳等に関する事項

　前項にて注記を省略しているため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

　両事業年度とも、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　両事業年度とも、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　両事業年度とも、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　両事業年度とも、該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

両事業年度とも、該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

両事業年度とも、該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報　

注記「セグメント情報等」に記載の通りであります。

 

　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

注記「重要な会計方針　3 収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

 

　３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

１. セグメント情報

両事業年度とも、当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２. 関連情報

（１）製品及びサービスごとの情報

　前事業年度（自 2023年1月1日　至 2023年12月31日） （単位：千円）

 委託者報酬 業務受託報酬 運用受託報酬 合計

外部顧客への売上高 6,005,442 396,915 95,887 6,498,245

 

　当事業年度（自 2024年1月1日　至 2024年12月31日）
 

（単位：千円）

 委託者報酬 業務受託報酬 運用受託報酬 合計

外部顧客への売上高 11,223,631 426,132 104,172 11,753,937

 

（２）地域ごとの情報

①営業収益

　　前事業年度（自 2023年1月1日　至 2023年12月31日） （単位：千円）

日本 その他 合計

5,968,170 530,075 6,498,245

 

　　当事業年度（自 2024年1月1日　至 2024年12月31日） （単位：千円）
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日本 その他 合計

11,186,763 567,173 11,753,937

 

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の全ての金額ですので地域ごとの有

形固定資産の記載を省略しております。

 

（３）主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自 2023年1月1日 至 2023年12月31日）

 

対象となる外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がいないため、

記載はありません。

 

当事業年度（自 2024年1月1日 至 2024年12月31日）

（単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名

HSBC インド・インフラ株式オープン 4,955,939 投資運用業

HSBC インド オープン 2,341,670 投資運用業

当事業年度より、上表にて、個別の外部顧客資産の集積である投資信託を、主要な顧客の単位として、開

示しております。

 

３.　報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　　　両事業年度とも、該当事項はありません。

 

４.　報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

　　　両事業年度とも、該当事項はありません。

５.　報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

　　　両事業年度とも、該当事項はありません。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（2023年12月31日）
　

当事業年度

（2024年12月31日）
　

繰延税金資産 　 　　 　 　　

減価償却の償却超過額 42,526 千円 　 39,065 千円 　

未払費用否認 78,825 千円 　 129,070 千円 　

賞与引当金否認 74,962 千円 　 77,623 千円 　

未払事業税等 3,660 千円 　 33,785 千円 　

繰延税金資産の合計 199,974 千円 　 279,544 千円 　

　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 　 　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（2023年12月31日）
　

当事業年度

（2024年12月31日）
　

法定実効税率 30.6 % 　 30.6 % 　

（調整） 　  　 　

住民税均等割 3.8 % 　 0.0 % 　

役員賞与等永久に損金に算入されない項目 43.3 % 　 0.7 % 　

その他 4.2 % 　 0.0 % 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 81.9 % 　 31.3 % 　

 

 

（関連当事者との取引）

 

１　関連当事者との取引
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（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

　前事業年度（自　2023年1月1日　至　2023年12月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権行使
等の被所有
者割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

The Hongkong　

and Shanghai

Banking

Corporation

Limited　*4

香港

123,948百万
香港ドル
7,198百万
米ドル

銀行業 直接100％

資金の預金・
資金の調達・
事務委託・
役員の兼任

*1 資金の預入 ※
現金及び
預金

1,451,787

*2 資金の借入 ※
関係会社短
期借入金

21,259

*3 事務委託等 657,432 未払費用 103,481

 

　当事業年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権行使
等の被所有
者割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社

The Hongkong　

and Shanghai

Banking

Corporation

Limited　*4

香港

123,948百万
香港ドル
7,198百万
米ドル

銀行業 直接100％

資金の預金・
資金の調達・
事務委託・
役員の兼任

*1 資金の預入 ※
現金及び
預金

3,567,901

*2 資金の借入 ※
関係会社短
期借入金

20,857

*3 事務委託等 719,310 未払費用 101,958

 

上記金額のうち、人件費など一部の取引金額には消費税が含まれておりませんが、その他の取引金額及び期末残高

には消費税が含まれております。

※ 日常業務に関わる資金の出入りであるため、取引金額の記載を行っておりません。

 

取引条件及び取引条件の決定方針

*1 全額当座預金であり、無利息となっております。

*2 短期借入金はすべて当座借越となっております。

*3 当該会社とのコスト・アロケーション・ポリシーに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で計算された

金額を支払っております。

*4 当該会社との取引は、The Hongkong and Shanghai Banking Corporation Limitedの東京支店に対するもので

す。

 

（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

前事業年度（自　2023年1月1日　至　2023年12月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
行使等
の被所
有者割
合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

Limited

英国
ロンドン

484,088千
ポンド

投資
運用業

なし 事務委託等  *2 事務委託 138,734 未払費用 75,801

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(Hong Kong)

Limited

香港
 

240,000千
香港ドル

投資
運用業

なし

事務委託・
投資運用契約・
業務委託契約・
役員の兼任

*4 業務受託報酬 68,507 未収収益 19,408

*1 支払投資

運用報酬
345,349

未払費用 166,148

*2 事務委託 50,210

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(FRANCE)

フランス
クールブ
ヴォア

8,050千
ユーロ

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 209,220

未収収益 51,900

未払費用 47,651

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global　

Asset

Management

(UK) Ltd

英国
ロンドン

151,820千
ポンド

投資
運用業

なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
396,684 未払費用 145,315

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Services

Japan

Limited
*3

バハマ 5千米ドル
サービ
ス業

なし 事務委託等
人件費・事務所
賃借料等

1,102,503 敷金 33,162

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(USA) Inc.

米国
ニューヨ
ーク

1,002
米ドル

投資
運用業

なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
450,392 未払費用 176,674
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同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Electronic

Data
Processing

India

Private

Limited

インド
ハイデラ
バード

3,554,678千
インドルピー

サービ
ス業

なし 事務委託等 *2 事務委託 17,960   

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management
(Deutschland)

GmbH

ドイツ
デュッセ
ルドルフ

2,600千
ユーロ

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 30,981   

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Management

(Guernsey)

Limited

ガーンジ
ーセン
ト・ピー
ター・ポ
ート
 

100千
ポンド

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 11,513 未収収益 11,373

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(Singapore)

Limited

シンガポ
ール

151,833千
シンガポール

ドル

投資
運用業

なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
196,204 未払費用 87,388

 

当事業年度（自　2024年1月1日　至　2024年12月31日）

種類 会社等の名称 所在地
資本金又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
行使等
の被所
有者割
合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

Limited

英国
ロンドン

484,088千
ポンド

投資
運用業

なし 事務委託等  *2 事務委託 195,017 未払費用 110,097

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(Hong Kong)

Limited

香港
 

240,000千
香港ドル

投資
運用業

なし

事務委託・
投資運用契約・
業務委託契約・
役員の兼任

*4 業務受託報酬 101,609 未収収益 28,597  

*1 支払投資

運用報酬
154,612

未払費用 81,302

*2 事務委託 90,667

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(FRANCE)

フランス
クールブ
ヴォア

8,050千
ユーロ

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 138,889 未収収益 33,945

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global　

Asset

Management

(UK) Ltd

英国
ロンドン

151,820千
ポンド

投資
運用業

なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
383,233 未払費用 135,215

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Services

Japan

Limited
*3

バハマ 5千米ドル
サービ
ス業

なし 事務委託等
人件費・事務所
賃借料等

1,217,087 敷金 33,162

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(USA) Inc.

米国
ニューヨ
ーク

1,002
米ドル

投資
運用業

なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
365,095 未払費用 131,788

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Electronic

Data
Processing

India

Private

Limited

インド
ハイデラ
バード

3,554,678千
インドルピー

サービ
ス業

なし 事務委託等 *2 事務委託 19,357   

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management
(Deutschland)

GmbH

ドイツ
デュッセ
ルドルフ

2,600千
ユーロ

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 30,940   

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Management

(Guernsey)

Limited

ガーンジ
ーセン
ト・ピー
ター・ポ
ート

100千
ポンド

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 19,761 未収収益 11,797

同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC Global

Asset

Management

(Singapore)

Limited

シンガポ
ール

151,833千
シンガポール

ドル

投資
運用業

なし 投資運用契約
*1 支払投資

　 運用報酬
1,549,600 未払費用 1,093,869
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同一の
親会社
を持つ
会社

HSBC

Investment

Funds

(Luxembourg)

SA

ルクセン
ブルク

 
2,189千
米ドル

投資
運用業

なし 業務委託契約 *4 業務受託報酬 52,183 未収収益 17,084

上記金額のうち、一部の取引金額及び期末残高には消費税が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針

*1 当該会社との投資運用契約に基づき、予め定められた料率で計算された金額を支払っております。

*2 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で計算

された金額を支払っております。

*3 当該会社との取引は、HSBC Services Japan Limitedの東京支店に対するものです。

*4 当該会社とのパフォーマンス・レベル・アグリーメントに基づき、予め定められた料率並びに計算方法で計算

された金額を受け取っております。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

The Hongkong and Shanghai Banking Corporation, Limited（非上場）

HSBC Asia Holdings Limited（非上場）

HSBC Holdings plc（上場）

 

（1株当たり情報）

　

前事業年度

（自 2023年 1月 1日

　至 2023年12月31日）

当事業年度

（自 2024年 1月 1日

　至 2024年12月31日）

1株当たり純資産額 934,051.07円 1,553,787.85円

1株当たり当期純利益 1,847.25円 619,736.78円

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。

　

前事業年度

（自 2023年 1月 1日

　至 2023年12月31日）

当事業年度

（自 2024年 1月 1日

　至 2024年12月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 3,879 1,301,447

普通株主に帰属しない金額（千円）  － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 3,879 1,301,447

普通株式の期中平均株式数（株） 2,100 2,100

 

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜更新後＞

（１）（省略）

（２）販売会社

名称 資本金の額 事業の内容

あかつき証券株式会社 3,067百万円
金融商品取引法に定める第一種金融商品取引業

を営んでいます。
極東証券株式会社 5,251百万円

明和證券株式会社 511百万円

資本金の額は、2024年3月末現在を記載しています。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

2025年2月28日

 

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

 指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士　　奈　良　将太朗

 

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社の2024年1月1日から2024年12月31日までの第40期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査

を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＨＳ

ＢＣアセットマネジメント株式会社の2024年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の

情報である。

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施して

いない。

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
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論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上

 

（注）1. 上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

2. XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

 

 

    次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

2025年6月20日

 

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

 指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士　奈良 将太朗

 

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に

掲げられているＨＳＢＣ インド小型株式オープンの2024年12月2日から2025年4月25日までの計算期間の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＨＳ

ＢＣ インド小型株式オープンの2025年4月25日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状

況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社及びファンドから独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書及び有価証券届出書（訂正有価証券届出書を含む）に含まれる情報のうち、

財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、経営者に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

利害関係

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上

 

（注）1．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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